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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第74期
第３四半期
連結累計期間

第75期
第３四半期
連結累計期間

第74期

会計期間
自 平成25年11月１日
至 平成26年７月31日

自 平成26年11月１日
至 平成27年７月31日

自 平成25年11月１日
至 平成26年10月31日

売上高 (千円) 15,521,916 14,827,121 20,742,203

経常利益 (千円) 518,710 422,569 774,640

四半期(当期)純利益 (千円) 313,297 327,085 399,692

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 412,841 426,676 △643,582

純資産額 (千円) 11,761,865 10,976,691 10,723,481

総資産額 (千円) 23,191,393 21,320,074 21,426,523

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 11.24 11.73 14.34

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.3 51.1 49.7
 

 

回次
第74期
第３四半期
連結会計期間

第75期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年５月１日
至 平成26年７月31日

自 平成27年５月１日
至 平成27年７月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 1.88 2.04
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 業績の状況

当第3四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和、円安傾向等を背景に企

業の設備投資・雇用環境等に改善傾向が見られ、緩やかな回復基調で推移いたしました。　

当社グループが強みを持つ建設・土木業界におきましては、民間設備投資に持ち直しの動きが見られるもの

の、原材料価格の高止まりや人手不足による着工遅延等により依然厳しい状況が続いております。　

このような状況の下で、当社グループは、引き続き取扱アイテムの拡大や新規顧客の獲得に取り組んでまいり

ました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は14,827百万円で、前年同四半期比694百万円、

4.5％の減少となりました。営業利益は233百万円で、前年同四半期比167百万円、41.9％の減少となりました。

経常利益は422百万円で、前年同四半期比96百万円、18.5％の減少となりました。四半期純利益は327百万円で、

前年同四半期比13百万円、4.4％の増加となりました。　

 

(2) 財政状態の分析

①資産

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べて194百万円増加し12,042

百万円となりました。この主な要因は、現金及び預金が184百万円減少、受取手形及び売掛金が509百万円減少に

対し、商品が887百万円増加したことによるものであります。

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末に比べて300百万円減少し9,278百

万円となりました。この主な要因は、建物及び構築物が31百万円減少、土地が106百万円減少、投資有価証券が

143百万円減少したことによるものです。
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②負債

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べて139百万円減少し7,839百

万円となりました。この主な要因は、短期借入金が78百万円増加に対し、賞与引当金が73百万円減少、その他が

161百万円減少したことによるものであります。

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末に比べて220百万円減少し2,504百

万円となりました。この主な要因は、繰延税金負債が221百万円減少したことによるものであります。 

 

③純資産

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末に比べて253百万円増加し10,976百

万円となりました。この主な要因は、利益剰余金が159百万円増加、その他有価証券評価差額金が85百万円増

加、退職給付に係る調整累計額が9百万円増加したことによるものであります。

 

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更およ

び新たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

小林産業株式会社(E02570)

四半期報告書

 4/16



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 45,000,000

計 45,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年９月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,007,448 28,007,448
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であります。

計 28,007,448 28,007,448 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

自　平成27年５月１日
至　平成27年７月31日

― 28,007,448 ― 2,712,335 ― 1,209,520
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　平成27年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

131,300
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

27,863,700
278,637 ―

単元未満株式
普通株式

12,448
― ―

発行済株式総数 28,007,448 ― ―

総株主の議決権 ― 278,637 ―
 

(注)　単元未満株式数には当社所有の自己株式42株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

　平成27年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
小林産業株式会社

大阪市西区南堀江
二丁目７番４号

131,300 ― 131,300 0.4

計 ― 131,300 ― 131,300 0.4
 

　（注）平成27年７月31日における自己株式は、131,342株（単元未満株式を含む。）であります。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年５月１日から平成

27年７月31日まで)および第３四半期連結累計期間(平成26年11月１日から平成27年７月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年10月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年７月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,585,645 1,400,780

  受取手形及び売掛金 7,483,934 6,974,840

  商品 2,604,406 3,491,774

  その他 180,856 180,303

  貸倒引当金 △6,903 △5,661

  流動資産合計 11,847,940 12,042,037

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 723,003 691,495

   機械装置及び運搬具（純額） 55,472 47,795

   土地 2,179,810 2,073,810

   その他（純額） 49,721 39,001

   有形固定資産合計 3,008,007 2,852,102

  無形固定資産 88,569 74,394

  投資その他の資産   

   投資有価証券 6,376,595 6,232,857

   破産更生債権等 785 4,006

   その他 105,411 118,683

   貸倒引当金 △785 △4,006

   投資その他の資産合計 6,482,006 6,351,540

  固定資産合計 9,578,583 9,278,036

 資産合計 21,426,523 21,320,074

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,013,323 4,038,863

  短期借入金 3,405,000 3,483,000

  賞与引当金 124,765 50,928

  役員賞与引当金 7,750 -

  その他 428,082 266,529

  流動負債合計 7,978,921 7,839,320

 固定負債   

  社債 500,000 500,000

  長期借入金 200,000 200,000

  繰延税金負債 1,816,176 1,594,467

  退職給付に係る負債 204,944 206,594

  長期預り保証金 3,000 3,000

  固定負債合計 2,724,120 2,504,061

 負債合計 10,703,042 10,343,382
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年10月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年７月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,712,335 2,712,335

  資本剰余金 1,728,146 1,728,146

  利益剰余金 2,854,860 3,014,689

  自己株式 △24,573 △24,618

  株主資本合計 7,270,770 7,430,553

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,350,579 3,435,714

  繰延ヘッジ損益 14,738 7,787

  為替換算調整勘定 △6,839 △493

  退職給付に係る調整累計額 18,024 27,163

  その他の包括利益累計額合計 3,376,503 3,470,171

 少数株主持分 76,208 75,966

 純資産合計 10,723,481 10,976,691

負債純資産合計 21,426,523 21,320,074
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年11月１日
　至 平成26年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年11月１日
　至 平成27年７月31日)

売上高 15,521,916 14,827,121

売上原価 12,275,062 11,807,913

売上総利益 3,246,853 3,019,207

販売費及び一般管理費 2,845,873 2,786,048

営業利益 400,980 233,159

営業外収益   

 受取利息 67 70

 受取配当金 73,900 75,034

 受取賃貸料 9,700 9,990

 仕入割引 59,689 57,276

 為替差益 1,283 74,896

 その他 11,478 13,146

 営業外収益合計 156,119 230,414

営業外費用   

 支払利息 19,040 18,548

 売上割引 13,898 17,932

 デリバティブ評価損 4,273 4,191

 その他 1,177 331

 営業外費用合計 38,389 41,004

経常利益 518,710 422,569

特別利益   

 固定資産売却益 497 69,000

 特別利益合計 497 69,000

税金等調整前四半期純利益 519,207 491,569

法人税、住民税及び事業税 161,940 113,519

法人税等調整額 40,016 48,100

法人税等合計 201,957 161,619

少数株主損益調整前四半期純利益 317,249 329,949

少数株主利益 3,952 2,864

四半期純利益 313,297 327,085
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年11月１日
　至 平成26年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年11月１日
　至 平成27年７月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 317,249 329,949

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 88,668 83,963

 繰延ヘッジ損益 4,252 △6,951

 為替換算調整勘定 2,670 10,576

 退職給付に係る調整額 - 9,139

 その他の包括利益合計 95,591 96,727

四半期包括利益 412,841 426,676

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 425,661 420,754

 少数株主に係る四半期包括利益 △12,820 5,922
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【注記事項】

（会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについ

て第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直した結果、退職給付見込額の

期間帰属方法については期間定額基準を継続適用し、割引率の決定方法については、従業員の平均残存勤務期間に

近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間および支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重

平均割引率を使用する方法に変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37号に定める経過的な取扱いに従っております。な

お、この変更により、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年11月１日
至　平成26年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年11月１日
至　平成27年７月31日)

減価償却費 80,635千円 73,133千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年11月１日 至 平成26年７月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年１月30日
定時株主総会

普通株式 83,629 3.00 平成25年10月31日 平成26年１月31日 利益剰余金

平成26年６月12日
取締役会

普通株式 83,628 3.00 平成26年４月30日 平成26年７月14日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年11月１日 至 平成27年７月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年１月29日
定時株主総会

普通株式 83,628 3.00 平成26年10月31日 平成27年１月30日 利益剰余金

平成27年６月11日
取締役会

普通株式 83,628 3.00 平成27年４月30日 平成27年７月13日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年11月１日 至 平成26年７月31日)

当社グループは、鉄鋼材の卸売およびこれに附帯する事業を営む単一事業につき、セグメント情報は記載し

ておりません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年11月１日 至 平成27年７月31日)

当社グループは、鉄鋼材の卸売およびこれに附帯する事業を営む単一事業につき、セグメント情報は記載し

ておりません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年11月１日
至 平成26年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年11月１日
至 平成27年７月31日)

１株当たり四半期純利益金額 11円24銭 11円73銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 313,297 327,085

   普通株主に帰属しない金額(千円) ―  

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 313,297 327,085

   普通株式の期中平均株式数(千株) 27,876 27,876
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第75期（平成26年11月１日から平成27年10月31日まで）中間配当については、平成27年６月11日開催の取締役会に

おいて、平成27年４月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを

決議いたしました。

 

　　　①配当金の総額 83,628千円

　　　②１株当たりの金額 3円00銭

　　　③支払請求権の効力発生日および支払開始日 平成27年7月13日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

EDINET提出書類

小林産業株式会社(E02570)

四半期報告書

15/16



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年９月９日

小林産業株式会社

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   森   内   茂　 之   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   宮   内   　   威   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている小林産業株式会

社の平成26年11月１日から平成27年10月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年５月１日から平成

27年７月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年11月１日から平成27年７月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、小林産業株式会社及び連結子会社の平成27年７月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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